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はじめに

学校評価については、平成14年４月に制定された小・中学校設置基準等において自己点検・評価に関する

規定が定められ、多くの学校において自己評価を中心とした学校評価が行われてきた。

その後、平成17年10月に中教審答申「新しい時代の義務教育を創造する」で、学校教育の質に対する保護

者・国民の関心の高まりに応えるため、学校評価を充実することの必要性が提言され、さらに平成19年の中

教審答申「教育基本法の改正を受けて緊急に必要とされる教育制度の改正について」で、学校評価を法律で

規定すべきことが提言された。

これらの答申を受け、平成19年６月には学校教育法が改正され、学校評価とそれに基づく学校運営の改善

の取組の促進のために、その根拠となる規定が新たに設けられた。また、同年10月には学校教育法施行規則

が改正され、自己評価・学校関係者評価の実施及びその結果の公表、評価結果の設置者への報告について規

定された。

この改正は、学校の自主性・自律性が高まる上で、その教育活動等の成果を検証し、学校運営の改善と発

展をめざすとともに、学校が説明責任を果たし、保護者・地域住民との連携・協働を進めていくことが重要

であることに鑑みて行われたものである。

さて、学校評価は、その結果を踏まえて学校運営の改善につながってこそ意味があるのであって、明日の

学校改善に活用しなければ、学校評価は意味をなさない。また、学校が直面している様々な課題・問題の改

善に寄与してこそはじめて、保護者・地域住民からの信頼感も高まるのである。

そこで、地域に開かれた信頼される学校づくりの推進を図るべく、学校評価システムの在り方を考察しな

がら、保護者・地域から信頼される学校づくりについて考察していきたい。

１．学校改善に結びつく組織的・継続的な学校評価システムの実現

文部科学省の「学校評価ガイドライン」には、学校評価の目的の１つに、「各学校が、自らの教育活動そ

の他の学校運営について、目指すべき目標を設定し、その達成状況や達成に向けた取組の適切さ等について

評価することにより、学校として組織的・継続的な改善を図ること」と記されている。

学校評価を学校運営の改善につなげるためには、学校全体としてＰＤＣＡのマネジメントサイクルによる

学校評価システムが必要となってくる。

学校評価の基本的なサイクルは１年間であるが、学校の教育活動や子どもたちの成長は連続している。前

年度の取組の成果や課題を今年度の重点目標や具体的取組に反映させることで、短期の目標や成果が積み上

げられ、教育活動がスパイラルにつながり、その結果として中長期的な学校教育目標の実現に結び付いてい

くものと考えられる。
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１－１　ＰＤＣＡのマネジメントサイクルによる学校改善へのアプローチ

学校運営の改善のためには、まず学校の現状や課題を明らかにすることから始まる。前年度の学校関係者

評価や外部アンケート結果を参考にしつつも、重要なことは、教職員自らが学校や子どもたちの現状をどう

とらえているか、すなわち、教職員が確かな課題認識を共有していることが重要であり、そのためには、教

職員が情報を共有していなければならない。

情報と課題の共有化が図られれば、具体的に何をめざし、何に取り組むべきかが明確になってくる。学校

改善は、一時的な取組で果たせるものではない。継続した日々の実践の積み重ねによるものである。した

がって、全教職員の協議を経て、学校としての課題解決に向けた方向性を明確に打ち出す必要がある。例え

ば、前年度の評価結果や教職員による現状分析をもとに、教職員一人ひとりからアイデアや企画を募り、そ

れらを集約して学校改善のためのプロジェクトチームを校務組織として編成し、そのチームの中で具体的取

組を検討し、実施する。自らが企画・立案した改善策であることから、教職員のモチベーションは高く効果

的に取組になることが考えられる。

そこで、具体的取組によりめざすべき重点目標に近づいているのか、改善策は適切であったのか、その検

証が必要となる。学校評価の中核は自己評価である。教育活動を行うのも、それを改善していくのも主体は

学校であり、教職員自らが振り返り考えることなしには、学校改善は進まない。ここで得た評価結果が、次

なる改善策の出発点になる。取組の成果として子どもたちに望ましい変容が見られる一方で、期待した姿に

は到達していないものも見られる。むしろ後者から、新たな学校改善のヒントを見い出すことができるもの

である。教職員間で議論をしっかりと行い、自己評価結果を共有することが重要である。

また、評価結果は学校内部だけに留めておくのではなく、保護者・地域住民に対して積極的に公表しなけ

ればならない。学校の取組を理解してもらい、地域に開かれた信頼される学校づくりを行っていくためには、

自らの取組とその結果について率直に伝え、学校の現状を明らかにすることが大切である。これまで学校は、

取組の成果（プラス情報）を中心に公表し、問題や課題（マイナス情報）などを公表することについては消

極的であった。しかし、保護者・地域住民は、取組の成果だけではなく、学校がどんな問題や課題を抱え、

どのようにその解決を図ろうとしているのかについて、高い関心をもっている。学校が自ら問題や課題を明

らかにし、信頼関係を構築することは、保護者・地域住民からの支援や協力を得る上で、極めて重要である。

１－２　校内組織面からの学校改善へのアプローチ

学校改善は、組織として取り組むことにその意義がある。一部の教職員の取組や努力で学校運営が改善さ

れても、それはその個人の力量に負うところが大きく、人事異動でその教職員がいなくなれば、学校改善は

頓挫してしまう。そうならないためには、学校運営の改善に向けた校内組織を編成し、組織的・継続的な取

組を行うことが求められる。

これまでも学校では、教育活動ごと、学期ごと、年度ごとに取組を振り返り、反省点や改善点を挙げ、次

に生かそうとする取組が行われてきた。しかし、それはどちらかと言えば、教育活動等が円滑に実施できた

かについて評価するものであり、「目標に照らしてどの程度達成できたか」とか、「課題の解決がどのよう

に図られ、残る課題は何か」などについて検証するものは多くはなかった。また、個々の学校行事や取組に

関して行われることが多く、年間を通じた教育活動の検証・評価・改善といった視点では為されてこなかっ

た。

学校評価の推進のためには、既存の校務分掌組織を活用する方法も考えられるが、もともと業務遂行

のための組織であるため、そのままでは学校改善に向けた学校評価の推進組織としては機能しにくい。        

そこで、学校に校長・教頭・教務主任・その他の主任等による校内評価委員会を組織し、学校評価の円滑な

推進を図ることが重要であると考える。校内評価委員会では、重点目標達成のための具体的取組や評価項目、

学校評価の年間計画、外部アンケートの実施等を決定したり、自己評価結果のとりまとめや分析、改善策の

立案等を行っている。学校によっては、既存の企画委員会・運営委員会にその機能をもたせているところも

ある。

１－３　学校評価システムへの保護者・地域住民の参画

保護者・地域住民との連携・協働の一環として、学校関係者評価を実施することが考えられる。学校関係

者評価委員は、保護者や学校評議員、地域住民、地域の団体の代表者、幼稚園・保育園長、小中学校長等で
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構成することが考えられる。

学校関係者評価には、保護者・地域住民が自己評価の結果を評価することをとおして、自己評価の客観性

を高めるとともに、学校・家庭・地域が学校の現状や課題について共通理解を図り、学校運営の改善に向け

た相互の連携・協働を促進することが期待されている。したがって、評価委員は学校の自己評価結果を具体

的事実をもとに、適切に評価することが重要であり、このため学校関係者評価委員会は、学校の事情に詳し

く、学校と緊密なかかわりをもつ保護者・地域住民で構成する必要がある。

また、学校と緊密なかかわりがあったとしても、学校からの説明を受けるだけでは適切な評価を行うこと

はできない。なるべく多く学校に来てもらい、授業や学校行事の参観、教職員や児童生徒との対話等を行う

ことが可能な保護者・地域住民を評価委員に委嘱することが大切である。

さらに、学校関係者評価委員以外にも、学校に関心を寄せ、かかわりを有する保護者・地域住民がい

る。そうした人から学校に対する気付きや要望を聴き取ることも大切である。多くの学校が実施している保

護者・地域住民を対象とした外部アンケートは極めて有効であり、これらの保護者・地域住民と学校情報

を共有することで、学校への理解が深まり、学校改善に向けた貴重な意見や要望等を得ることができる。         

また、学校に届けられた声を学校運営に反映させ、改善できる点はすぐに実行していくレスポンスのよさが

大切である。保護者・地域住民の意見や要望等に、迅速かつ丁寧に対応していくことで、学校と保護者・地

域住民間に「つながり意識」が生まれ、信頼関係が形成されるのである。（図１）

図１　学校関係者と学校情報の構造

２．自己評価・学校関係者評価の結果と改善策の立案・実施

自己評価は、具体的な評価項目や評価基準に基づいて、全教職員によって行う。目標の達成状況や取組状

況を整理し、その結果をもとに教育活動その他の取組の適切さを評価し、今後の改善策を検討する。

目標の達成状況を把握するためには、どの程度の成果を上げることができたかに着目する。数値化できる

ものがあれば、達成状況を客観的にとらえることが可能である。もちろん数値で示すことができないものも

あるが、事実がどうであるかを端的に記述し、他の教職員の自己評価結果と比較することで自己評価の客観

性は増す。

自己評価結果は学校関係者評価委員に提示するものであり、保護者・地域住民にとって、分かりやすく納

得できるものであるかどうかが重要になってくる。重点目標に基づく具体的取組の状況や成果を端的に示す

よう努めなければならない。

学校関係者評価は、自己評価の客観性や妥当性を高めることが目的の１つである。ここでの客観性は、必

ずしも数値化することが求められているわけではない。教職員と保護者・地域住民間である程度の評価にず
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れが生じるのは当然という前提に立ち、自己評価結果について学校関係者評価委員と意見交換をすることを

とおして、結果のとらえ方を説明したり修正したりすることで、保護者・地域住民の理解や納得を得ること

が大切である。学校関係者評価委員からは、学校の自己評価結果についての評価を受けるだけでなく、学校

が立案した改善策についても評価してもらい、様々な意見や提言を得るようにする。（図２）

学校は、この評価結果や改善策を広く保護者・地域住民に公表するとともに、次年度の重点目標や具体的

取組の改善に反映させるよう努める。このことは、学校の現状やこれまでの取組や成果、今後の改善策等に

ついて、保護者・地域住民に周知すると同時に、今後、家庭・地域との連携・協働を求めていくための契機

でもある。

図２　自己評価・学校関係者評価による改善策の立案

３．学校評価書の工夫

学校評価書は、自己評価及び学校関係者評価の結果並びにそれを踏まえた今後の改善策をとりまとめた報

告書であり、各学校は毎年度３月に市教育委員会に提出している。そこには、前年度の評価と課題を踏まえ

て現状分析を記入したり、本年度の評価結果を受けて次年度の改善策を記入したりするなど、記載項目を工

夫して作成される。

以下、一般的な学校評価書の記載事項について紹介する。

○　学校教育目標

　中・長期的にめざしたい目標やその年度の学校経営方針等を記載する。

○　現状分析

　前年度の学校評価の総括やそれを踏まえた改善策、児童生徒・保護者・地域住民の現状や意見・要望、学

校の抱える課題、学校を取り巻く環境等、学校の置かれている現状を多面的にとらえて記載する。

○　本年度重点を置いて取り組むべき課題・めざす成果

　学校教育目標や現状分析を踏まえ、本年度重点的に取り組み、解決すべき課題やめざしたい成果などを記

載する。
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○　自己評価

・評価領域

　「本年度重点を置いて取り組むべき課題・めざす成果」をもとに評価領域を設け、焦点化する。評価領

域は、学校の必要に応じて設定するが、事務職員や学校栄養職員等が取り組む領域も考慮する。また、

業務改善についても評価領域に加えて設定する。

・　重点目標

　各領域で重点的に取り組む目標を記載する。焦点化し、外部からも分かりやすい記述を心がける。全教

職員が意識でき、自己目標との関連がとらえやすいものを設定する。

・　課題解決に向けての取組（具体的方策）

　外部へ公表したり取組状況についての情報提供を行ったりすることを前提として、いつ、何に取り組む

かといった具体的な取組内容を記載する。保護者・地域住民にとって分かりやすいものとなるよう、詳

細すぎたり専門的すぎたりしないように配慮する。

・　評価基準・達成度

　学校の取組によって、学校や児童生徒がどのような姿や状態になるのかといった具体的な様子を示す。

数値化したり何がどの程度達成できたかを示したりするなど、具体的な記述に努める。

　達成度は、十分達成「４」、おおむね達成「３」、やや不十分「２」、不十分「１」の４段階で示す。

・　重点目標の達成状況の分析（取組の適切さの検証）

　重点目標の達成状況について分析した結果を記載する。評価の根拠となる授業評価や外部アンケートの

結果等のデータも参考にする。校内評価委員会を開催し、学校としての取組状況について協議を行い、

内容をまとめたものを記載する。

○　学校関係者評価

学校関係者評価委員会を開催し、学校としての取組状況について協議を行い、内容をまとめたものを学

校が記載する。学校関係者評価にあたっては、事前の学校情報の提供を十分に行った上で評価してもらう

よう努める。

・　評価

優れている「Ａ」、よい「Ｂ」、おおむねよい「Ｃ」、要改善「Ｄ」の４段階で、評価の結果を示す。

・　取組状況・達成状況に関する意見

　　学校の自己評価結果に対する、学校関係者評価委員の意見や気付き等を記載する。

・　次年度に向けた学校運営に関する改善意見

　　学校運営の改善に向けた提案や要望などの協議内容を記載する。

・　学校評価の総括（取組の成果と課題）

自己評価結果や学校関係者評価結果を総括して、本年度の成果や次年度の課題について記載する。

理由や背景も含めて、「何が達成でき、何が達成できなかったか」を明らかにする。達成できなかっ

た理由を学校全体の課題としてとらえることで、重点目標や具体的取組、評価基準の見直しなどを含

めた改善策につなげる。

・　次年度への改善策

　次年度への改善策をまとめたものを記載する。保護者・地域住民の理解や協力が得られるか、また実

際に取り組むことが可能かどうかについても検討し、具体的な改善策を示す。

学校評価の結果や改善策の公表にあたっては、学校評価書をそのまま印刷物やホームページ上で公開する

方法もあるが、保護者・地域住民に伝えるためには、学校だよりやリーフレット等により、平易なことばや

図表等を用いながら、分かりやすく表現する工夫が必要である。
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《学校評価書》
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４．保護者・地域住民のニーズを踏まえた学校広報計画の実現

これまでの学校からの情報提供は、学校だよりをはじめとする各種通信やホームページ等で、担当者がそ

れぞれの立場で情報を発信していることがほとんどであった。また、保護者・地域住民がどのような学校情

報を求めているかということは、あまり意識されておらず、学校からの一方的なお知らせやお願いが中心で

あった。保護者・地域住民にアンケートや評価を求めても、「よく分からないから答えにくい」という声が

聞かれることがある。これは評価に必要な学校の情報が十分に伝わっていないことに起因している。

保護者・地域住民の理解と協力を得て、学校運営の改善を行っていくためには、学校の現状や課題、学校

のめざしていることや取組を伝えることはもちろんであるが、保護者・地域住民がどのような情報を求めて

いるかを明らかにし、適切な情報を提供していくことが大切である。また、情報提供の対象者が保護者なの

か、普段学校との接点があまり多くない地域住民であるかによっても、情報の内容や伝え方を変える必要が

ある。

このような学校の情報提供の現状や課題を踏まえ、必要かつ十分な情報を保護者・地域住民に提供してい

くため、学校情報を整理し、内容や時期、対象者等を明らかにした学校広報計画を作成している。この計画

には、一方向的な情報伝達のみでなく、学校と家庭・地域間の双方向のコミュニケーションを組み込むこと

で、保護者・地域住民のニーズに配慮している。また、学校広報計画の作成に当たっては、学校評価のＰＤ

ＣＡサイクルを踏まえながら、学校と保護者・地域住民間をつなぐコミュニケーション・メディアの特性を

生かすことに留意している。

４－１　学校広報の目的

学校広報には、３つの目的がある。第一は、保護者・地域住民の学校理解の促進である。学校にも保護

者・地域住民にも、子どもの健全な育成をめざすという共通の目的があり、立場や方法は異なっても、相互

の理解なしには、教育の効果は上がらない。互いが思いや願いを伝え合い、相互の接点を見い出すことで、

ともに教育の主体者としての認識をもつことができる。そのためにも、まず学校が自らの教育方針や教育目

標、願いや思い、具体的取組等について広報していかなければならない。

第二は、信頼関係の構築である。学校と保護者・地域住民が子どもや教育についての関心や認識を一致さ

せる努力をし、学校と保護者・地域住民間の情報のやりとりが日常的に多く行われるようになるほど、相互

の信頼関係はより強まっていく。学校広報をとおした双方向のコミュニケーションの活性化が求められると

ころである。

第三は、連携・協働体制の構築である。コミュニケーションが活性化することにより、学校・保護者・地

域住民が互いに何を求め、何ができ、何ができないかが明らかになってくる。学校広報でこれらを明示する

ことにより、子どもの教育についての三者の責任意識や協働意識が醸成され、それぞれの教育力が向上する

ことを期待している。

４－２　保護者・地域住民のニーズ

学校は公的機関であり、公共性や平等性が求められている。一方、保護者はわが子の視点から学校や教育

活動をとらえることが多く、学校とは意見を異にすることも少なくない。また、地域住民は、一般的には学

校とのかかわりは希薄であり、外から学校を傍観する場合が多い。これまで学校と家庭・地域間の連携・協

働はその重要性が指摘されつつも、期待どおりに進まない学校も多かった。それは、学校と家庭・地域が互

いを自らのパートナーだと認識していなかったことが一因である。子どもたちの健やかな成長を支援する教

育の主体者として、学校と家庭・地域が名実ともに対等な立場で交流し、協働関係を構築することが、今求

められている。

こうした関係を築く上で大切なことは、学校と家庭・地域が互いに情報を交換し、共有し合うことである。

学校が保護者・地域住民の学校情報に関するニーズを的確にとらえ、対象を意識して情報提供を行うことが、

一方向的な伝達型の情報発信から脱却する第一歩である。このニーズの把握のためには、保護者・地域住民

に対して学校情報に関する意識調査の実施や保護者会や地区の懇談会など、保護者・地域住民から直接、意

見や要望等を聴き取る取組も必要である。

また、ニーズの把握のみにとどまらず、保護者・地域住民から寄せられた意見や気付き、疑問等に対して、
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学校が真摯に応えていくことも重要である。そうすることで、教職員と保護者・地域住民間の信頼関係が一

層深まっていき、三者間の確かな連携・協働体制が構築される。

４－３　学校広報のための組織づくり

これまで学校からの情報発信は、担当者それぞれによって為され、学校全体の情報のバランスや学校教育

目標、重点目標との関連等はあまり考慮されず、その都度それぞれの必要感によって発信されてきた。

また、年度ごとに担当者が変わることが多く、情報の内容や量が左右されたり、情報提供の方法が変わっ

たりすることもあった。学校が外部に対して情報を発信する際は、自らの教育方針や教育目標に基づき、必

要な情報を適切な時期に発信することをもっと考慮しなくてはならない。各担当者に任せるのではなく、学

校広報全体の責任者を決め、計画的に学校情報を発信する、組織的な広報活動が課題である。

新たに広報のための全校組織を編成することが理想的であるが、学校の現状を考慮すれば、これはかなり

難しいことである。そこで、学校広報全体の責任者（例えば教頭）を校務分掌に位置づけ、学校広報計画作

成の際には、それぞれの担当者が扱う学校情報を整理し、時期や内容を検討した上で、学級・学年レベルの

情報発信（学級だより等）と全校レベルの情報発信（学校だより等）とを意図的・計画的に組み合わせなが

ら、年間をとおしてバランスよく情報発信できるよう留意する必要がある。

４－４　情報提供の対象・目的・手段の明確化

情報提供の対象は、主には保護者・地域住民であるが、内容によっては、地域外の不特定多数の人々も対

象となる場合がある。誰に対して何を目的として情報提供するかにより、その時期や内容、手段も変わって

くる。目的を明確にし、常に情報を受信する人の立場に立った情報提供が大切である。

例えば、保護者・地域住民に学校の教育活動のねらいや現状を理解してもらうためには、子どもたちの生

き生きとした姿を、写真や感想文などを交えて発信する必要がある。学校・学年・学級通信、もっと新鮮で

タイムリーな情報を提供しようと思えば、ホームページを活用することが効果的である。

さらに、他市からの転入を検討している保護者には、その学校がどのような規模でどのような施設をもち、

どのような理念をもってどのような教育活動が行われているかなど基本的な情報を提供しなければならない。

学校の概要を表したリーフレットやホームページ等を整備する必要がある。

５．様々な学校情報・資料の継続的な収集・整理

５－１　広報が求められる情報・資料

学校が行っている教育活動は多岐にわたる。学校はそれらの情報を保護者・地域住民に具体的で分かりや

すい形で提供していくことにより、学校の取組への理解は深まり、学校への信頼感が増す。学校情報の提供

に当たっては、平素から学校評価に関する資料として必要な学校情報を積極的に収集し、活用しやすいよう

に整理しておくことが大切である。

○　学校評価に関する資料として必要な学校情報

学校評価では、学校から発信する教育活動に関する資料や児童生徒・保護者・地域住民から収集する資

料が必要となる。

　・　学校から発信する資料

学校から発信する資料は、学校基本情報、教育活動に関する記録及び学校評価に関する資料に分類でき

る。

　・　学校基本情報

学校の経営方針や教育指導計画、行事計画、本年度の重点目標、重点目標の具体化を図るための取組内

容等で、主に年度当初配布する資料である。

　・　教育活動に関する記録　

授業や行事における児童生徒の活動状況、作品や学習記録、重点目標の達成状況等で、随時、保護者・

地域住民に発信する資料である。

○　学校評価に関する資料

直接、学校評価にかかわる資料で、重点目標策定に係る校内評価委員会での検討資料や職員会議での資
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料、学校評価に係る校内文書や保護者への周知資料、学校関係者評価委員会の資料、外部アンケートに関

する資料、学校評価書等である。

以上の資料を、職員会議や保護者会、ＰＴＡ総会、学校関係者評価委員会等の会議において説明し、学校

だよりや学年・学級だより、各分掌だより（保健、生徒指導、給食、特別支援教育等）、学力向上プラン、

リーフレット等の発行やホームページへの掲載をとおして情報発信していく。

５－２　資料の収集、整理の方法・工夫

教育活動に関する資料については、平素から学校評価を意識して、いつでも、だれでも必要なときに活用

できるように収集し、整理しておくことが大切である。授業や行事等における児童生徒の取組は写真や文書

記録に残しておく。写真はＣＤ等に保存し、分掌別、学年別、教育活動別に整理しておくと、学校だより、

学年・学級だより等に活用しやすくなる。さらに、発行した

紙媒体は一括保存をしておくと便利である。児童生徒の作品

や学習記録については担任が累積保存をしておけば、ポート

フォリオや掲示等により児童の自己評価にも役立てることが

できる。また、参観日は、短時間の授業参観であっても、児

童生徒の学習の様子や学習の歩みを理解してもらうことがで

き、保護者にとっては分かりやすい情報提供となる。保護者

懇談会やＰＴＡ会議や学校行事においては、計画書や活動記

録などを資料として累積しておく。学校ボランティアやゲス

トティーチャーとして学校支援をしていただく方の人材バンクの作成も必要となる。作成に当たっては、公

民館や自治会の協力を得て情報収集をしたり、様々なデータバンクを活用したりすることが有効である。 

学校評価についての資料は、できるだけ多くの人の目に触れるように工夫したい。学校評価に関する掲示

コーナーの設置する等工夫を行うと、立ち止まって写真に見入る児童の姿も見られる。毎日見ることができ

る環境づくりが、学校評価の取組を一層、活発なものにしていくと考えられる。

６．学校評価をとおした取組の成果

　最後に学校評価とそれに基づく広報活動の取組の成果を箇条書きでまとめてみる。

○　学校の思いや願いを踏まえ、重点目標に沿ったテーマ性のある情報発信が継続して行われるようになっ

てきている。このことにより、保護者・地域住民にとって漠然としていた学校の姿が以前より明確になり、

学校の現状や問題・課題を具体的に把握することができるようになってきている。

○　学校がめざしていること、また教職員だけではできないことが明確に伝わることにより、保護者・地域

住民からの協力や提案が増えてきた。保護者・地域住民は、学校から具体的な形で支援を求められること

で、自分たちでも協力できることがあることを知り、その結果として、ゲストティーチャーや学校支援ボ

ランティアの参加が増えてきた。

○　学校から保護者・地域住民に対して、学校や子どもたちの問題や課題に関する情報をあえて発信するこ

とで、学校・家庭・地域間の「課題の共有化」が進んできた。例えば、子どもたちのあいさつについてで

ある。あいさつの向上を目標に掲げても、学校の取組だけでは、子どもたちのあいさつは向上しない。保

護者・地域住民にも子どもたちの現状を訴え、協力を依頼したことで、家庭・地域におけるあいさつが盛

んに行われるようになった。学校や家庭が個々に取り組むのではなく、共通の課題意識をもち、協力して

取り組むことで、成果が上がっている。

○　保護者・地域住民が直接参加し、ともに活動を行うことは、子どもたちの様子、教職員の努力や苦労を

実感として認識してもらう上で有効である。ゲストティーチャーや学校支援ボランティアとして参加した

方の感想からは、教職員と同じ視点で子どもたちを見ている様子が伺える。

○　重点目標に基づく、具体的取組内容を決定するに当たっては、教職員間で情報を共有し、現状や課題に

ついて協議した上で、一人ひとりの改善策を生かしながら、学校としての意志決定を全教職員で行うよう

になった。目標を明確にすることにより、教職員の学校改善に向けたモチベーションが高まり、組織力を

生かした取組が行われるようになった。プロジェクトチームの取組は、その良い例である。
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○　学校評価の取組をとおして、教職員一人ひとりが確かな課題意識をもつようになり、学校組織の一員と

しての自覚が高まった。取組を個人任せにせず、進捗状況や子どもたちの現状、学校の問題・課題を検討

するためのプロジェクトチーム会議や校務部会を随時開くことで、常に組織としての見直しが図られ、目

標達成や改善のための建設的な提案が為されるようになった。

○　学校でついた餅を一人暮らしのお年寄りに届けた児童は、涙ぐむその方を見て「ぼくたちのしているこ

とは、そんなにすごいことなの？」とつぶやいたと言う。子どもたちの願いの実現のために、教職員と保

護者・地域住民が一体となって取り組むことが、子どもたちの大きな成長につながっている。

○　学校広報計画を作成することにより、重点目標に関連した取組が、いつ、どのように行われているかを

年間を通じて確認でき、意図的・計画的な情報発信が可能となった。また、情報のバランスを考えながら、

コミュニケーション・メディアの特性を生かした情報提供が行われるようになった。

○　一方的な情報発信に留まらず、情報の受信の機会を工夫し、保護者・地域住民の意見や要望の把握と応

答に努め、双方向のコミュニケーションが行われるようになった。これまで学校は、情報を発信すれば、

保護者・地域住民に伝わっていると考えていたが、必ずしも発信した情報の全てが伝わり理解されている

わけではないことから、丁寧な情報提供に努めるようになった。また、寄せられた意見や要望を教職員間

で真摯に受け止め、学校改善に生かすようになった。

○　地域の自治会や公民館等の協力を得て、回覧や掲示等により、広く地域にも学校情報が届くように工夫

が行われるようになった。地域へのアピールをより高める上で、地域住民に対する紙媒体による情報提供

は効果的であった。学校が地域に対して求めていることを明確な形で知らせることで、新たに学校行事や

教育活動に参加しようとする地域住民の動きが生まれた。対象や目的を明確にし、それにふさわしい内容

や手段で学校情報を提供することが有効であることが分かった。

おわりに

学校評価の取組をとおして、改めて学校と保護者・地域住民間のコミュニケーションの困難さ・大切さが

実感できた。学校の姿が保護者・地域住民にはどのように見え、どう認識されているのかということを、学

校教育に携わる者はもっと意識する必要があると考える。子どもは地域の宝であり、その宝を育てている学

校は、地域の中での存在価値をもっと高めなければならない。そのためには、学校を開き、思いや願いを伝

えながら、ありのままの姿をしっかりと見てもらうことだと考えられる。理解から始まり、多様なコミュニ

ケーションをとおして信頼関係をつくり、連携・協働の関係が確かなものになったときには、学校は地域の

中になくてはならない存在となるはずである。

そうなった時、はじめて信頼される学校になったといえる。

教職員の熱意ある取組に加え、保護者・地域住民の理解と協力を得ることで、学校が生き生きとしてきて

います。実践研究に取り組む過程で、今、それぞれの学校が一層輝き始めている。今後とも学校評価の充

実・改善に向けた取組を続けていきたいと考えている。
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